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１  国内総生産と県内総生産の推移 
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図表1-1 国内総生産と県内総生産の推移

国内総生産 県内総生産

2011 年（平成 23 年）以降の 10 年間の国内総生産と本県の県内総生産の経年変化を見ると、2018 年以降にお

いて減少が見受けられますが、全体として国内総生産・県内総生産ともに増加しております。 

資料２ 

図表１ 

出典︓「⼭梨県統計データバンク」を元に作成 

２  資源・エネルギー価格・物価の上昇 

      

 

 

 

 

出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

日本の輸入物価指数の状況について、円ベース、契約通貨ベース別に見ると、2021（令和 3）年末から

2022（令和 4）年にかけて大幅に上昇し、直近においては、円ベース・契約通貨ベースにおける輸入物価

は低下傾向にあるものの依然として高い状況にあります。 

図表２-１ 

 

 

 

 

 

国内企業物価指数は 2020（令和 2）年 12 月から、消費者物価指数は 2021（令和 3）年 1 月から上昇に転じてお

り、足下のそれぞれの物価指数の推移を見ると、国内企業物価指数が消費者物価指数の変化を上回って急激に上

昇しています。 

図表２-２ 
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３  県内中小企業の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

構成比 構成比 構成比 増減（③－②）

33,291 99.9 30,677 99.9 28,526 99.9 ▲ 2,151 ▲ 7.0

中小企業（小規模企業を除く） 3,369 10.1 3,498 11.4 3,341 11.7 ▲ 157 ▲ 4.5

小規模企業 29,922 89.8 27,179 88.5 25,185 88.2 ▲ 1,994 ▲ 7.3

大企業 41 0.1 38 0.1 26 0.1 ▲ 12 ▲ 31.6

合　計 33,332 100.0 30,715 100.0 28,552 100.0 ▲ 2,163 ▲ 7.0

（参考）全国

　中小企業・小規模企業 ▲ 6.03,852,934 99.7 3,364,891 99.7 ▲ 213,2853,578,176 99.7

対2016年（H28）
区分

⼭梨県の企業数の推移

2012年（H24）　①

中小企業・小規模企業

2021年（R3）　③2016年（H28）　②

県内企業 28,552 社（2021（令和 3）年）のうち、中小企業・小規模企業は 28,526 社（99.9％）を占めており、このうち、小規

模企業は 25,185 社（88.2％）となっています。 

また、2016（平成 28）から 2021（令和 3）年までの５年間で、中小企業・小規模企業では企業数は 2,151 社(7.0％)、減少し

ています。 

出典︓総務省・経済産業省「令和３年経済センサス－活動調査」再編加工 

図表３-１ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比 構成比 構成比 増減（③－②）

225,984 91.7 214,171 90.2 214,858 92.4 687 0.3

中小企業（小規模企業を除く） 120,993 49.1 122,661 51.7 132,661 57.1 10,000 8.2

小規模企業 104,991 42.6 91,510 38.5 82,197 35.3 ▲ 9,313 ▲ 10.2

大企業 20,385 8.3 23,288 9.8 17,588 7.6 ▲ 5,700 ▲ 24.5

合　計 246,369 100.0 237,459 100.0 232,446 100.0 ▲ 5,013 ▲ 2.1

（参考）全国

　中小企業・小規模企業

対2016年（H28）

中小企業・小規模企業

⼭梨県の企業別従業員者数の推移

区分
2012年（H24）　① 2021年（R3）　③2016年（H28）　②

2.832,167,484 69.7 33,098,442 69.7 897,41032,201,032 68.8

出典︓総務省・経済産業省「令和３年経済センサス－活動調査」再編加工 

中小企業・小規模企業は、従業員数でも 214,858 人（92.4％）と大部分を占めており、このうち、小規模企業の従業員数は 82,197 人

（35.3％）となっています。 

また、2016（平成 28）から 2021（令和 3）年までの５年間で、中小企業・小規模企業では従業員数が 687 人(0.3％)、増加していま

す。 

図表３-２ 

４  人口減少の加速化 

 
 

 

 

 

国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』を基に作成
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⼭梨県の総⼈⼝・年齢３区分の将来推計
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本県の 2045（令和 27）年の総人口（推計値）は、60 万人を割り込み 598,935 人と推計され、このうち生産年

齢人口は 282,742 人（47.2％）と 2020（令和 2）年の 456,631 人（57.0%）から大きく減少する見込みです。 

出典︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝」を基に作成 

図表４-１ 
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2021（令和 3）年、新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の影響もあり、本県人口の社会増減の数（転入者数－転

出者数）は 252 人となり、21 年ぶりに社会増に転じましたが、2022 年（令和 4）年は－12 人の社会減となっています。 

また、自然増減の数（出生数－死亡数）は－6,330 人で、2004（平成 16）年以降、自然減の傾向が続いています。 

出展︓『2023 年版 ⼭梨県総合計画』 

図表４-２ 
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５ 深刻化する人手不足と最低賃金の推移 

     

   

 

 

全国の状況について、完全失業率は 2009（平成 21）年中頃をピークに長期的に低下傾向で推移してきま

したが、2020（令和 2）年に入ると上昇傾向に転じ、その後は再び低下傾向で推移しています。また、長期

的に上昇傾向で推移してきた有効求人倍率は 2020（令和 2）年に入り、大きく低下しましたが、再び上昇傾

向となっています。 

出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

図表５-１ 

 
 

 

 

 

⼭梨労働局『⼭梨県の労働市場の動き』を基に作成
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⼭梨県と全国の有効求⼈倍率の推移

有効求人倍率 全国有効求人倍率

本県の有効求人倍率は、2018（平成 30）年度の 1.46 が最も高いものの、全国の 1.62 と比較すると 0.16 ポイン

ト下回っていました。2021（令和 3）年度以降、本県の有効求人倍率が全国を上回るようになっており、2022（令

和 4）年度は全国の 1.31 に対し、本県は 1.41 となっています。 

出典︓⼭梨労働局『⼭梨県の労働市場の動き』を基に作成 

図表５-２ 

 
 

        

 

2023（令和 5）年（2023.10.1）の本県の最低賃金（時間額）は 938 円となり、全国の最低賃金の 1,004 円と

比較すると▲66 円（▲6.6％）となっています。 

出典︓⼭梨労働局『⼭梨県最低賃⾦の推移』を基に作成 

図表５-３ 
６  デジタル市場の成長と IT 人材の必要性 

  

   

 

 

 

 

世界の AI 市場規模（売上高）は、2021（令和 3）年には 960 億ドルでありましたが、2022（令和 4）年に

は 1,420 億ドルまで成長すると見込まれており、その後も加速度的成長が予測されています。 

出典︓総務省「令和５年度 情報通信白書」 

図表６-１ 世界 AI 市場規模（売上⾼）の推移及び予測 
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国内 AI システムの市場規模（⽀出額）及び予測 

出典︓総務省「令和５年版 情報通信白書」 

日本の AI システムの市場規模（支出額）は、2022（令和 4）年に 3,883 億 6,700 万円（前年比 35.5％増）となっ

ており、今後も成長を続け、2027（令和 9）年には 1 兆 1,034 億 7,700 万円まで拡大すると予測されています。 

図表６-２ 
 

 

 

 

 

 

 

2018 2020 2025 2030

※前回調査時における
2030年での需要見込み

高位（需要の伸び率
約４．４％） １４７万人 １６９万人 １９２万人 １６５万人

中位（需要の伸び率
約２．７％） １３６万人 １４７万人 １５８万人 １４４万人

低位（需要の伸び率
約１％） １２６万人 １２８万人 １３０万人 １２７万人

IT⼈材の需要の⾒通し 

１２５万人

出展︓「ＩＴ⼈材需給に関する調査（概要）（2019(H31).4)（経済産業省）」

※前回調査：2016 年「IT 人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」（経済産業省）
 なお、前回調査における高位、中位、低位は、それぞれ伸び率が、2〜4％、1.5〜2.5％、1％であり、低位以外は今回と伸び率が異なるほか、生産性の上昇率
について試算で考慮していない点に留意する必要がある。

2016（平成 28）年の調査時点と 2019（令和元）年の調査時点で比較した 2030（令和 12）年での IT 人材の需要見込

みは、2019（令和元）年の調査時点で大きく増加しており、今後も IT 人材の需要の拡大が見込まれます。  

出典︓IT ⼈材需給に関する調査（概要）（2019（H31）.4）（経済産業省） 

図表６-３ 

７  新しい働き方（テレワークの導入） 
 

 

     

 

 

 

 

 

 

出典︓総務省「令和５年版 情報通信白書」 

テレワーク導⼊率の推移 

民間企業のテレワークは、2020 年の新型コロナウイルス感染症の拡大後、急速に導入が進んでいます。 

図表７ 

８  後継者の不在と事業承継 
     

     

 

 

 

 

 

2000（平成 12）年に経営者年齢のピーク（最も多い層）が「50 歳～54 歳」であったのに対して、2022（令和 4）年

は経営者年齢のピークは「70 歳～74 歳」となっています。また、2022 年（令和 4）の中小企業の経営者年齢は 60 歳

以上の層が多く、かつ、75 歳以上の経営者の割合は年々高まっており、経営者年齢の高齢化が進んでいます。 

出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

図表８-１ 
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後継者不在率は 2017（平成 29）年の 66.5％をピークに減少傾向にあるものの、依然として５割を超える高い

状況となっています。 

出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

図表８-２ 

 

  
出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

全国の事業承継・引継ぎ支援センターにおける相談社数・成約件数は、近年、増加傾向にあります。 

図表８-３ 

 

 

 

 

 

  

⼭梨県産業労働部内の資料を基に作成
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⼭梨事業承継センター新規相談件数の推移

合計 譲渡 譲受 親族内 その他

山梨県事業承継・引継ぎ支援センターへの新規相談件数は、2018（平成 30）年度の 220 件に対し、2022（令和

4）年度は 314 件と 1.43 倍に増加しています。 

図表８-４ 

⼭梨県事業承継・引継ぎ⽀援センター新規相談件数の推移 

出典︓⼭梨県産業労働部調べ 

９  起業・廃業 

   
 

 

 

 

 

 

出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

2021（令和 3）年度の開業率は、沖縄県の 7.1％が最も高く、福岡県、埼玉県と続き、本県は 4.0％で全国平均の 4.4％を

下回っています。また、廃業率について見ると、福島県の 4.4％が最も高く、愛知県、大分県と続き、本県は 2.4％で全国

平均の 3.1％を下回っています。 

図表９-１ 
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出典︓『2023 年版 中小企業白書』 

休廃業・解散企業について、2014（平成 26）年以降、一貫して黒字経営の企業が過半数を占めており

ます。 

図表９-２ 

１０ 増加する自然災害 

   

    2021（令和 3）年の単年においても、大雨、大雪、地震、大規模火災など、災害救助法の適用を受ける災害が全国で多数

発生しています。 

図表１０-１ 

出典︓『2022 年版 中小企業白書』 

 

     

 

 

 

 

 

 

出展︓『2021 年版 中小企業白書』 

2020（令和 2）年の自然災害への対応状況を見ると、対応を進めている中小企業は約 3 割にとどまる一方、対応

を進めていない中小企業は約 6 割となっており、リスク対応が進んでいない状況が分かります。 

図表１０-２ 

１１ 中小企業の脱炭素化 
     

    

2017（平成 29）年度における日本の温室効果ガスの排出量全体のうち、中小企業からの排出は、約１割から２割

（1.2 億ｔ～2.5 億 t）を占めるとされています。 

出典︓2023 年 3 月 温室効果ガス排出削減等指針に沿った取組のすすめ〜中小企業者版〜（環境省） 

図表１１ 
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